
○○市公共施設 分野別割合 旧耐震基準施設 分野別割合

新耐震基準 旧耐震基準

H17

H27

・公共施設の改修・更新コストの大幅
な増加による破綻回避の必要性

・従来の延長では破綻または他の行政サービス
に重大な影響を及ぼす

現 状 と 課 題 公共施設マネジメントの必要性

【別紙2】

市民文化・社会教育系施設

スポーツ・レクリエーション施設

産業系施設

9.3％

新耐震基準 旧耐震基準

72.5％ 27.5％ 85歳～

80～84歳

75～79歳

70～74歳

65～69歳

60～64歳

H37

H47

○○市
総人口（単位千人）
H17 1,100千人
H27 1,190千人
H37 1 110千人

に重大な影響を及ぼす

・更新の波が訪れる前に早期にマネジメントに
取り組む

・全庁的なデータの整理・収集・管理
体制整備の必要性

・公共施設に関するフルコストや利用・効果に
関するデータの収集・分析が必要

デ タが所管部局で個別に保有 管理され不
学校教育系施設

保護福祉系施設

都市基盤系施設

市営住宅等

51.4％

5.8％

11.1％

6.8％

29.5％ 70.5％

82.5％ 17.5％

75.4％ 24.6％

77.3％ 22.7％

施

設

人

口

55～59歳

50～54歳

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25 29歳

H37 1,110千人
H47 1,006千人

高齢化率
H17 15.9％
H27 23.4％
H37 27.0％
H47 32.0％

・データが所管部局で個別に保有・管理され不
統一

・全市的・総合的な視点での優先順位
付け、選択と集中の必要性

・既存の公共施設のすべてを維持することは
困難

・全庁的・総合的な視点での優先順位付け、選
択と集中による資源の効果的活用も必要上水道施設

下水道施設

その他施設

71.3％ 29.7％

49.1％ 50.9％

○○市全施設旧耐震基準割合

25～29歳

20～24歳

15～19歳

10～14歳

5～9歳

0～4歳

択と集中による資源の効果的活用も必要

・市民との情報・問題始期の共有、協
働での取り組みの必要性

・市民と情報・問題意識を共有し、市民の理解
を得るとともに、市民の施設の管理運営への
参加しやすい環境整備が必要

・民間のノウハウや活力を取り入れることも必民間 ウ ウ 活 を取り入 必
要
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